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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次 
第9期 

第1四半期累計期間 
第10期 

第1四半期累計期間 
第9期 

会計期間 
自2014年4月1日 
至2014年6月30日 

自2015年4月1日 
至2015年6月30日 

自2014年4月1日 
至2015年3月31日 

保険料等収入 （百万円） 2,061 2,241 8,493 

資産運用収益 （百万円） 20 41 124 

保険金等支払金 （百万円） 420 301 1,324 

経常損失（△） （百万円） △672 △103 △1,532 

四半期（当期）純損失（△） （百万円） △668 △94 △1,624 

持分法を適用した場合の投資損失（△） （百万円） △116 － △305 

資本金 （百万円） 10,500 12,020 10,500 

発行済株式総数 （株） 42,175,000 50,175,000 42,175,000 

純資産額 （百万円） 13,286 15,430 12,487 

総資産額 （百万円） 21,515 27,192 23,387 

1株当たり四半期（当期）純損失金額

（△） 
（円） △15.84 △2.07 △38.52 

潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）

純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 

自己資本比率 （％） 61.7 56.7 53.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 448 1,057 3,247 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △259 △2,614 △2,925 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2 3,037 △8 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
（百万円） 605 2,212 731 

（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

2．保険料等収入、資産運用収益、保険金等支払金には、消費税等は含まれておりません。 

3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、1株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。 

4．四半期財務諸表等規則第4条の2第2項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

 

2【事業の内容】

 当第1四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

 当第1四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクの重要な変更はありません。

 

2【経営上の重要な契約等】

 当社は、2015年4月20日の取締役会において、KDDI株式会社との資本業務提携契約の締結及びKDDI株式会社を割当

先とする第三者割当による新株発行を決議しました。さらに、KDDI株式会社が、当社の保険主要株主になることに対

する内閣総理大臣の認可を取得したことから、2015年5月22日に、本第三者割当増資により、8,000,000株の新株式を

発行し、3,040百万円の資金調達を行いました。なお、本第三者割当増資により、KDDI株式会社が当社株式の議決権

の15.95%を所有する筆頭株主となりました。

 

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1)業績の状況 

 契約の状況 

 当第1四半期累計期間の新契約の年換算保険料*1は、前年同期比80.3%の279百万円、新契約件数は、前年同期比

72.2%の5,756件となりました。当第1四半期会計期間末の保有契約の年換算保険料*1は、前事業年度末比101.4%の

8,917百万円、保有契約件数は、前事業年度末比100.9%の217,335件となりました。また、当第1四半期累計期間の

解約失効率*2は、7.0%（前年同期8.7%）となりました。 

*1.年換算保険料とは、1回当たりの保険料について保険料の支払い方法に応じた係数を乗じ、1年当たりの保険料に換算した金額をい

います。当社商品の保険料は全て月払いのみとなっているため、1ヶ月当たりの保険料に12を乗じたものを年換算保険料としていま

す。 

*2.解約失効率は、解約・失効の件数を月々の保有契約件数の平均で除した比率を年換算した数値です。 

 

収支の状況 

 当第1四半期累計期間の保険料等収入は、保有契約件数の増加に伴い、前年同期比108.7%の2,241百万円と増加し

ました。また、資産運用収益は、前年同期比203.3%の41百万円となりました。その他経常収益は、1百万円となり

ました。この結果、当第1四半期累計期間の経常収益は、前年同期比108.3%の2,284百万円となりました。 

 保険金等支払金は、保険金の支払件数が減少したことなどにより、前年同期比71.7%の301百万円となりました。

保険金及び給付金支払額の保険料に対する割合は、前年同期の18.9%から11.5%に減少しました。責任準備金等繰入

額は、前年同期が新規の再保険契約の締結により危険準備金が戻入であったことと、保険料が増加したことなどに

より、前年同期比122.6%の954百万円となりました。責任準備金繰入額の保険料に対する割合は、前年同期の38.6%

から42.4%となりました。事業費は、広告宣伝費をコントロールしたことなどにより、前年同期比64.0%の751百万

円となりました。事業費のうち、広告宣伝費を中心とした営業費用は前年同期比43.8%の279百万円、保険事務費用

は前年同期比91.5%の128百万円、システムその他費用は前年同期比87.0%の343百万円となりました。また、保険業

法第113条繰延資産償却費は、265百万円となりました。これは、2012年度までに計上した保険業法第113条繰延資

産を、開業10年目である2017年度まで均等償却することによるものです。これらにより、当第1四半期累計期間の

経常費用は前年同期比85.8%の2,387百万円となりました。 

 以上の結果、当第1四半期累計期間の経常損失は、前年同期の672百万円に対して、103百万円となりました。な

お、保険業法第113条繰延資産償却費を考慮する前の経常損益は、前年同期の407百万円の損失に対して、161百万

円の利益となり、四半期会計期間で黒字となりました。四半期純損失は、前年同期の668百万円に対して、94百万

円となりました。 

 また、生命保険会社の収益性を示す指標のひとつである基礎利益は、前年同期の720百万円のマイナスに対し

て、81百万円のマイナスとなりました。内訳は、危険差益513百万円、費差損602百万円、利差益8百万円となりま

した。 

 

(2)財政状態 

資産、負債及び純資産の状況 

 当第1四半期会計期間末の総資産は、27,192百万円（前事業年度末23,387百万円）となりました。主な勘定残高

として、高格付けの公社債を中心とする有価証券は、19,671百万円となりました。また、保険業法第113条繰延資

産は、償却により、2,915百万円に減少しました。 

 負債は、保険料の増加に伴い責任準備金が増加したことから、11,762百万円（前事業年度末10,899百万円）とな

りました。主な勘定残高は、責任準備金10,738百万円（うち、危険準備金1,240百万円）、支払備金300百万円とな

りました。 
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 純資産は、四半期純損失を計上したものの、KDDI株式会社を割当先とする第三者割当増資により3,040百万円の

資金調達を行ったため、15,430百万円（前事業年度末12,487百万円）と増加しました。 

 当第1四半期会計期間末のソルベンシー・マージン比率は、2,723.2%（前事業年度末2,244.7%）となり、充分な

支払余力を維持しています。 

 

キャッシュ・フローの状況 

 当第1四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、保険料等収入が増加したことに加え、事

業費をコントロールしたことから、1,057百万円の収入（前年同期448百万円の収入）となりました。投資活動によ

るキャッシュ・フローは、有価証券の取得により、2,614百万円の支出（前年同期259百万円の支出）となりまし

た。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、KDDI株式会社を割当先とする第三者割当増資により、3,037百

万円の収入（前年同期2百万円の支出）となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当第1四半期会計期間末残高は、2,212百万円（前事業年度末731百万円）と

なりました。 

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第1四半期累計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

(4)研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第1四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2015年6月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2015年8月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 50,175,000 50,175,000
東京証券取引所 

（マザーズ） 

1単元の株式数は100

株です。完全議決権

株式であり、権利内

容に何ら限定のない

当社における標準と

なる株式です。 

計 50,175,000 50,175,000 － － 

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

 2015年5月22日 

（注） 
8,000,000 50,175,000 1,520 12,020 1,520 12,020 

（注）有償第三者割当 

   発行価格   380円 

   資本組入額  190円 

   割当先    KDDI株式会社 

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

 当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」は、株主名簿の内容が確認できないため、記載することがで

きないことから、直前の基準日（2015年3月31日）の株主名簿に記載された議決権に、2015年6月21日に開催した第

9回定時株主総会においてKDDI株式会社に付与した議決権を加算して記載しております。 

 

①【発行済株式】

  2015年6月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  50,169,100 501,691 － 

単元未満株式 普通株式       5,900 － － 

発行済株式総数 50,175,000 － － 

総株主の議決権 － 501,691 － 

 

②【自己株式等】

2015年6月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

2【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、当該有価証券報告書に記載した

事項を除き、該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）並びに同規則第54条及び第73条の規定に基づき「保険業法施行規則」

（平成8年大蔵省令第5号）に準拠して作成しております。 

 また、四半期財務諸表等規則第4条の2第2項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

 

2．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期会計期間（2015年4月1日から2015年6月30日

まで）及び第1四半期累計期間（2015年4月1日から2015年6月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任 

あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

3．四半期連結財務諸表について 

   当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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1【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(2015年3月31日) 
当第1四半期会計期間 
(2015年6月30日) 

資産の部    

現金及び預貯金 731 712 

買入金銭債権 - 1,499 

金銭の信託 1,033 1,032 

有価証券 17,082 19,671 

国債 8,227 9,326 

地方債 851 840 

社債 6,894 8,363 

株式 222 248 

外国証券 886 892 

有形固定資産 114 103 

無形固定資産 468 431 

代理店貸 0 0 

再保険貸 23 42 

その他資産 3,933 3,698 

未収金 639 652 

保険業法第113条繰延資産 3,180 2,915 

その他の資産 113 130 

資産の部合計 23,387 27,192 

負債の部    

保険契約準備金 10,084 11,039 

支払備金 277 300 

責任準備金 9,806 10,738 

代理店借 4 4 

再保険借 45 48 

その他負債 353 279 

特別法上の準備金 9 10 

価格変動準備金 9 10 

繰延税金負債 403 380 

負債の部合計 10,899 11,762 

純資産の部    

資本金 10,500 12,020 

資本剰余金 10,500 12,020 

利益剰余金 △8,798 △8,892 

株主資本合計 12,202 15,148 

その他有価証券評価差額金 265 263 

評価・換算差額等合計 265 263 

新株予約権 19 19 

純資産の部合計 12,487 15,430 

負債及び純資産の部合計 23,387 27,192 
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(2)【四半期損益計算書】

【第1四半期累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第1四半期累計期間 
(自 2014年4月1日 

 至 2014年6月30日) 

当第1四半期累計期間 
(自 2015年4月1日 

 至 2015年6月30日) 

経常収益 2,109 2,284 

保険料等収入 2,061 2,241 

保険料 2,019 2,198 

再保険収入 41 42 

資産運用収益 20 41 

利息及び配当金等収入 20 38 

金銭の信託運用益 0 2 

有価証券売却益 0 0 

その他経常収益 26 1 

支払備金戻入額 24 - 

その他の経常収益 2 1 

経常費用 2,781 2,387 

保険金等支払金 420 301 

保険金 270 154 

給付金 112 99 

その他返戻金 0 0 

再保険料 37 48 

責任準備金等繰入額 778 954 

支払備金繰入額 - 23 

責任準備金繰入額 778 931 

資産運用費用 0 0 

支払利息 0 0 

有価証券売却損 0 - 

その他運用費用 0 - 

事業費 ※ 1,172 ※ 751 

その他経常費用 409 380 

経常損失（△） △672 △103 

特別損失 0 0 

特別法上の準備金繰入額 0 0 

価格変動準備金繰入額 0 0 

税引前四半期純損失（△） △673 △104 

法人税及び住民税 0 11 

法人税等調整額 △6 △22 

法人税等合計 △5 △10 

四半期純損失（△） △668 △94 
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第1四半期累計期間 
(自 2014年4月1日 

 至 2014年6月30日) 

当第1四半期累計期間 
(自 2015年4月1日 

 至 2015年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純損失（△） △673 △104 

減価償却費 52 54 

支払備金の増減額（△は減少） △24 23 

責任準備金の増減額（△は減少） 778 931 

価格変動準備金の増減額（△は減少） 0 0 

利息及び配当金等収入 △20 △38 

有価証券関係損益（△は益） 0 △0 

支払利息 0 0 

代理店貸の増減額（△は増加） △0 △0 

再保険貸の増減額（△は増加） △40 △18 

その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）

の増減額（△は増加） 
252 253 

代理店借の増減額（△は減少） △0 0 

再保険借の増減額（△は減少） 18 2 

その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）

の増減額（△は減少） 
83 △77 

その他 △0 △2 

小計 429 1,025 

利息及び配当金等の受取額 23 36 

利息の支払額 △0 △0 

法人税等の支払額 △4 △4 

営業活動によるキャッシュ・フロー 448 1,057 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △3,176 △3,179 

有価証券の売却・償還による収入 3,015 574 

資産運用活動計 △160 △2,604 

営業活動及び資産運用活動計 287 △1,547 

有形固定資産の取得による支出 △18 △5 

無形固定資産の取得による支出 △80 △4 

投資活動によるキャッシュ・フロー △259 △2,614 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入 - 3,040 

リース債務の返済による支出 △2 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2 3,037 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 186 1,480 

現金及び現金同等物の期首残高 418 731 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 605 ※ 2,212 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（四半期損益計算書関係）

※ 事業費の内訳は次のとおりであります。

 
前第1四半期累計期間

（自2014年4月1日
至2014年6月30日）

当第1四半期累計期間

（自2015年4月1日
至2015年6月30日）

  （百万円） （百万円）

営業活動費    

 募集代理店経費 11 11 

 選択経費 0 0 

  営業活動費小計 12 11

営業管理費    

 広告宣伝費 527 163 

  営業管理費小計 527 163

一般管理費    

 人件費 265 267 

 物件費 366 306 

 負担金 1 1 

  一般管理費小計 632 575

   合計 1,172 751

（注）1. 一般管理費・物件費の主なものは、保険事務・システム等の契約の維持・管理に際して必要な経費等で

あります。

      2. 負担金は、保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する負担金であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

 

 
前第1四半期累計期間
（自2014年4月1日
至2014年6月30日）

当第1四半期累計期間
（自2015年4月1日
至2015年6月30日）

現金及び預貯金 605百万円 712百万円

買入金銭債権 － 1,499

現金及び現金同等物 605 2,212

 

（株主資本等関係）

株主資本の金額の著しい変動

 当社は、2015年5月22日付で、KDDI株式会社から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第1四半期

累計期間において資本金が1,520百万円、資本準備金が1,520百万円増加し、当第1四半期会計期間末において資本

金が12,020百万円、資本準備金が12,020百万円となりました。

 

10



（金融商品関係）

前事業年度（2015年3月31日）                             （単位：百万円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預貯金 731 731 － 

（2）金銭の信託 1,033 1,033 － 

（3）有価証券 16,195 16,567 371 

満期保有目的の債券 8,982 9,354 371 

その他有価証券 7,212 7,212 － 

（4）その他資産 未収金 639 639 － 

 

当第1四半期会計期間（2015年6月30日）                         （単位：百万円） 

  四半期貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預貯金 712 712 － 

（2）買入金銭債権 1,499 1,499 0 

（3）金銭の信託 1,032 1,032 － 

（4）有価証券 18,779 19,065 286 

満期保有目的の債券 9,586 9,872 286 

その他有価証券 9,192 9,192 － 

（5）その他資産 未収金 652 652 － 

（注）1.金融商品の時価の算定方法並びに金銭の信託及び有価証券に関する事項 

(1)現金及び預貯金 

 当社は、満期がない預金のみを保有しており、それらの時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(2)買入金銭債権 

 買入金銭債権の時価は、2015年6月末日の取引金融機関から入手した価格によっております。 

(3)金銭の信託

 金銭の信託における信託財産の構成物の時価は、2015年6月末日（前事業年度は2015年3月末日）の取引

所又は取引金融機関から入手した価格等によっております。また、保有目的ごとの金銭の信託に関する事

項については、注記事項「（金銭の信託関係）」をご参照下さい。

(4)有価証券 

 有価証券の時価は、2015年6月末日（前事業年度は2015年3月末日）の取引所又は取引金融機関から入手

した価格等によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「（有

価証券関係）」をご参照下さい。 

(5)その他資産 未収金 

 未収金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

区分
前事業年度

（2015年3月31日）

当第1四半期会計期間

（2015年6月30日）

外国証券 886 892

外国証券については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（4）有価証券」には含めておりません。 
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（有価証券関係）

1．満期保有目的の債券 

 前事業年度（2015年3月31日）                          （単位：百万円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

 公社債      

  国債 7,058 7,404 345 

  地方債 100 108 8 

  社債 1,823 1,841 17 

合計 8,982 9,354 371 

 

 当第1四半期会計期間（2015年6月30日）                     （単位：百万円） 

  四半期貸借対照表計上額 時価 差額 

 公社債      

  国債 7,665 7,929 264 

  地方債 100 106 6 

  社債 1,821 1,837 15 

 その他 1,499 1,499 0 

合計 11,086 11,372 286 

（注）四半期貸借対照表において買入金銭債権として計上しているコマーシャルペーパーを「その他」に含めてお

ります。 

 

2．その他有価証券 

 前事業年度（2015年3月31日）                          （単位：百万円） 

  取得原価 貸借対照表計上額 差額 

 公社債      

  国債 1,130 1,168 38 

  地方債 722 751 29 

  社債 5,038 5,070 31 

 株式 100 222 121 

合計 6,991 7,212 221 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表には含めておりません。 
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 当第1四半期会計期間（2015年6月30日）                      （単位：百万円） 

  取得原価 四半期貸借対照表計上額 差額 

 公社債      

  国債 1,633 1,660 27 

  地方債 721 740 19 

  社債 6,522 6,542 20 

 株式 100 248 147 

合計 8,978 9,192 214 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表には含めておりません。 

 

（金銭の信託関係）

その他の金銭の信託（運用目的、満期保有目的及び責任準備金対応以外）

 前事業年度（2015年3月31日）                              （単位：百万円）

  取得原価 貸借対照表計上額 差額

その他の金銭の信託 1,003 1,033 29

 

 当第1四半期会計期間（2015年6月30日）                         （単位：百万円）

  取得原価 四半期貸借対照表計上額 差額

その他の金銭の信託 1,004 1,032 27

 

（デリバティブ取引関係）

    該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、生命保険事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（1株当たり情報）

1株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第1四半期累計期間 
（自2014年4月1日 
至2014年6月30日） 

当第1四半期累計期間 
（自2015年4月1日 
至2015年6月30日） 

1株当たり四半期純損失金額 15.84円 2.07円 

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（百万円） 668 94

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 668 94

普通株式の期中平均株式数（株） 42,175,000 45,691,484

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前事業年度末から重要な

変動があったものの概要 

－ －

（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、1株当たり四半期純

損失金額であるため記載しておりません。 
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（重要な後発事象）

     該当事項はありません。

 

2【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

ライフネット生命保険株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 平栗 郁朗  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 森本 洋平  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライフネット生

命保険株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第10期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年４月１

日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ライフネット生命保険株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 




